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１ 能勢町立義務教育学校施設の長寿命化計画策定について 

 

⑴ 背景と目的 

 

本町が有する唯一の学校「能勢町立義務教育学校 能勢ささゆり学園」は、少子

化に伴う児童生徒数の減少や学校施設の老朽化に鑑み、平成 28 年度に、それまでの

６小学校、２中学校を小学校、中学校とも１校に再編整備し、「能勢町立能勢小学校、

能勢中学校」として、同一施設により開校しました。 

再編整備を契機に、耐震基準を満たし、通用門の自動施錠設備を設置した施設で、

子どもたちが安全で安心に学校生活を過ごせる環境が整いました。 

開校後６年が経過した現在、同一施設による小学校、中学校の９年間にわたる学

校生活において、一人ひとりの教育に一貫性を持ち、より充実した教育課程を修め

られる体制づくりを目指し、令和４年度より義務教育学校へ移行することとなりま

した。 

教育体制が変化を遂げ、教育環境の一層の向上を図る一方で、学校施設において

はこれから経年劣化を起こしていくことが予想されます。 

今後、充実した教育環境を保持していくためにも、ライフサイクルコスト（LCC）

の抑制や、トータルコストの平準化による計画的な施設管理を行い、快適な学校生

活を安定して提供するために、長寿命化計画を策定するものです。  

なお、本計画は能勢町公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」という。）

に基づく学校教育系施設の個別施設計画として位置付けます。 

 

 

⑵ 本計画の位置付け 

 

本計画は、第６次能勢町総合計画（以下「総合計画」という。）を補完する総合

管理計画の下位計画として位置付けられるものです。 
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⑶ 計画期間 

 

本計画の期間は、上位計画である総合管理計画との整合性を図るため、令和４年

度（2022年度）から令和 28年度（2046年度）までの 25年間とし、総合管理計画

の見直しに合わせて、内容を見直すことを基本とします。 

 

２ 学校施設の目指すべき姿 

 

⑴ 目指すべき姿の考え方 

 

学校施設整備において、教育行政のソフト面の施策との連携は不可欠です。 

また、質の高い教育の実現には、耐震化、老朽化対策やバリアフリー化など学校

施設の方針を基本的に備えておくことも重要です。 

さらに、学校は社会全体で子どもたちの学びを支援する場となり、地域の振興に

も貢献するコミュニティの拠点としての役割も求められています。 

このような状況を踏まえ、「学校施設整備基本構想の在り方について」（学校施設

の在り方に関する調査研究協力者会議、平成 25年３月）を参考にし、また、上位

計画である総合計画の分野別計画「教育環境の充実」に掲げられている施策の方向

性に基づき、学校施設の目指すべき姿を定めます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総合計画 第５章：分野別計画  

02 教育環境の充実 「施策の方向性」（抜粋） 
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⑵ 目指すべき姿 

 

① 安全安心な学校づくり 

 

❶災害対策……地震や土砂災害等への耐久性を保持するために、定期的な点検と

計画的な修繕を実施します。 

 

❷防犯対策……来校者の目的確認を徹底するとともに、施設巡回やフェンス等施

設周辺設備の補修及び強化に努め、広範囲にわたる敷地からの侵

入を防止します。 

 

② 学習環境の充実 

 

❶快適性……誰もが不便を感じることなく学校生活を過ごすことができるバリア

フリーに配慮した現有施設の保全に努めます。また、照明の LED化

による省電力を図り、教育環境の向上と自然環境にやさしい施設を

目指します。 

 

❷適応性……令和２年度に一定の整備を完了した ICT 教育環境の積極的な活用と

適切な更新を行い、進み続ける情報化社会への適応性を高め、学習

意欲や学習効果の向上を目指します。 

 

３ 学校施設の実態と今後 

 

⑴ 施設の概要 

 

本町の学校施設は、義務教育学校「能勢ささゆり学園」１校で、主な建物の概要

は以下のとおりです。 
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⑵ 児童生徒数の推移 

 

児童生徒数は、学校を１小学校、１中学校に再編整備した後も、毎年、減少して

きています。今後もこの傾向が続くと予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和４年度の児童生徒数は令和４年２月現在の在籍児童生徒数見込を、令和５年度

以降は、令和４年２月現在で本町に住民票を有する０歳児から５歳児までの乳幼

児数から見込んでいます。 

※令和４年度からは、義務教育学校へ移行します。そのため、小学校、中学校の区分

がなくなり、１年生から６年生までの期間を「前期課程」、７年生から９年生まで

の期間を「後期課程」と位置付けることになります。 

 

 

⑶ 施設関連経費の推移 

 

能勢ささゆり学園は、建設後、令和３年度末で６年が経過します。ICT教育環境

の整備（令和元年度、２年度）を除いては、これまでに施設の大規模な整備は実施

していません。老朽化に伴う改修等は、今後、計画的に取り組んでいくことになり

ます。 

維持補修費は、年度の修繕箇所によって費用に違いはありますが、施設整備費同

様、経過年数が短いこともあり、年間約１～２百万円程度で推移しています。 

光熱水費等は、学校生活を過ごすうえで必要不可欠な経費で、電気、水道、灯油

に係る費用は、毎年約２千万円～２千５百万円で推移しています。 

現在の施設を適正に運営していくために必要な施設管理費は、法定検査など必須
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項目を主とした費用で、開校当初は単年度ごとに必要に応じて個別に業務を委託し

ていましたが、平成 30 年度からは、主な施設運営の管理を業者に委託する包括管

理委託し、併せて施設の軽微な修繕も含めました。令和２年度に令和６年度までの

５年契約を締結していますので、令和６年度までは、概ね同額程度の費用になるこ

とが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇施設整備費・・・施設整備に係る費用（工事請負費、設計業務委託料等） 

◇維持補修費・・・部分的な損傷や劣化の修繕に係る費用（修繕費、補修用原材料費） 

◇光熱水費等・・・日常の学校生活に不可欠な運営費（光熱水費、燃料費） 

◇施設管理費・・・施設や設備の清掃及び点検等、施設を安全、清潔に保つための費用 

（手数料、保険料、委託料） 
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⑷ 今後の維持・更新コスト 

 

本町唯一の学校である能勢ささゆり学園は、比較的新しい施設であり、これまで

は大きな改修等の必要はなく、施設整備に多額の経費を費やすことはありませんで

した。 

今後の経年劣化に効率よく対応するために、総合管理計画「第３章．３．２ 公

共施設等のマネジメントに関する基本的な考え方 １）安全性・快適性の向上」欄

に記載されているとおり、安全性を確保するために定期的に点検や診断を実施し、

その結果を受け、施設に支障が生じる前に計画的かつ効果的な施設の維持修繕や更

新に努め、長寿命化を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇学校建設後 10 年（令和８年）以下の期間は大規模改修を行わないものと見込む。 

〇学校建設後 11 年目（令和 9年）以後に建築において小・中規模改修を見込み、全棟分

（西、東、共用棟、体育館）の建築修繕を試算した。ただし、機械設備は見込まない。 

 

建設後小・中規模改修を実施し、長寿命化を図った場合と従来の事後保全型の改

修中心の場合との違いを、文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定の手引き」や

総合管理計画「第２章．２．５ 公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長

期的な経費の見込 ５）施設を耐用年数経過時に単純更新した見込及び長寿命化対

策を反映した場合の見込」に基づき比較すると、次のとおりになります。 
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今後10年の維持・更新コスト見通し

7,945
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10,955 
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《設定条件》 
更新費用・・・32 億 1592 万４千円（全国自治協会建物災害共済基準額） 

 

試算の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【試 算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この試算から、従来型の施設寿命である 60 年目での費用を比較すると長寿命化

型の場合、約 29 億 43百万円、約 57.2％の節減効果が見込まれます。 

 

 

４ 学校施設整備の基本的方針 

 

これから施設の長寿命化に取り組むに当たり、計画的な改修等による経費節減と

予算の平準化を念頭に、基本的な方針を次のように定めます。 

 

① 整備水準の設定項目 

計画的な施設整備を実施していくために以下の項目について、劣化状況を定

期的に調査する。 

 

❶安全面……児童生徒が安全に学校生活を過ごせるために調査する項目 

❷機能面……児童生徒が充足した設備のもとで不自由さを感じることなく学

校生活を過ごせるために調査する項目 

❸環境面……児童生徒が快適に学校生活を過ごせるために調査する項目 

 内容 
単純更新 

（築後） 

長寿命化 

（築後） 
費用 

更新 
目標対象年数既存の建物の建替え

更新を言います。 
60 年 80 年 更新費用の 100％ 

大規模改修 
建物の使用年数を延命させるための

大規模な改修事業を指します。 
30 年 40 年 更新費用の 60％ 

中規模改修 
一定の部位における老朽化対策のた

めの改修・更新事業のことを指します。 
- 

20 年 

60 年 
更新費用の 20％ 
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❶安全面 ・内装 ・外装 ・防災機能 ・防災対策 

・事故防止対策  

❷機能面 ・空調設備 ・給排水等設備 ・ICT 設備 

・バリアフリー ・トイレ ・エレベータ 

❸環境面 ・断熱性能 ・日射遮蔽性能 ・遮音性能 

・設備の高効率化（LED電球への変更等） 

 

 

② 設定項目点検結果の活用 

施設の点検結果を把握し、今後の老朽化を予測し、本計画に基づく改修内容

に反映させる。また、軽微な修繕で対応できる場合は、速やかに修繕を行い、

破損状況を最小限に抑えていく。 

 

５ 長寿命化の実施計画 

 

本町唯一の学校施設であり、建設後６年しか経過していないため、現時点での具

体的な実施計画は策定せず、今後、上記「４②設定項目点検結果の活用」をもとに、

優先順位を付け、建設後 10年が経過する令和８年度（2026 年度）以降に計画性を

もって、効果的・効率的に実施していきます。 

 

６ 長寿命化計画の継続的運用方針 

 

効率的かつ効果的な施設整備及び適正な施設管理を実施していくためには、施設

の点検結果を踏まえた計画に基づき、随時の軽微修繕を含めた日常的な維持管理を

行い、施設における整備内容の見直しや課題を整理し、次の計画に反映していくこ

とが大切です。 

長寿命化計画を継続的に運用していく方針を、次のように定めます。 

 

① 施設管理の整備と活用 

日常点検や法定点検の結果をもとに、施設の状態等を把握し、激しい劣化・

損傷が生じないよう予防保全に努める。 

 

② 推進体制等の整備 

本計画を継続的に運用するために、総合管理計画の方針を踏まえつつ、町教

育委員会事務局が主となり、学校との連携や、技術的知見を有する関係部署

との協議、調整を行う。 
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③ 計画の見直し 

本計画は、総合管理計画の見直しに合わせて見直すことを基本に、令和８年

度（2026 年度）、令和 18 年度（2036 年度）を目安とし、その時点での学校

の状況や法改正など、諸条件を踏まえ見直しを行う。 

見直しについては、Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（検証）

→Ａｃｔ（見直し）のサイクルに基づくものとする。 

 

 


